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5(2)エ 工法の施工 

有機系被覆工法の標準的な施工手順を次に示す。 

なお、材料・工法の相違によって、施工手順が多少異なる場合がある。 

(1)準備工 

(2)下地処理工 

(3)不陸調整工（必要に応じて） 

(4)表面被覆工（プライマー工、中塗り工、上塗り工、仕上げ工を含む） 

(5)養生工 

 

【解説】 

(1)準備工 

準備工については、「4(3)ア 準備工」を参照されたい。 

表面被覆材の計量、練り混ぜ及び塗布作業を行う施工現場では、あらかじめシート等で

養生して作業を行う。特に、吹付け工法では、ミストの飛散が多いため養生により周辺環

境への配慮が必要である。 

有機系被覆材は、不透水材料が多いため、背面からの水圧に抵抗できない場合がある。

よって、既設水路躯体に侵入水や湧水が見られる場合は、事前に止水又は導水処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.2.4-1 ビニールシート養生設置       写真 5.2.4-2 ビニールシート養生設置内部 

 

(2)下地処理工 

下地処理工については、「4(3)イ 下地処理工」を参照されたい。 
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(3)不陸調整工（必要に応じて） 

下地処理後、既設水路躯体（下地コンクリート）表面に不陸がある場合等、躯体断面の

復旧と表面を平滑にするため、必要に応じて、無機系不陸調整材等をコテ又は吹付けで塗

布し、断面復旧及び不陸調整工を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)表面被覆工（プライマー工、中塗り工、上塗り工、仕上げ工を含む） 

有機系被覆工法の表面被覆工には、塗付け工法と吹付け工法の 2 種類がある。 

用いる材料・工法によって使用する材料が異なるため、施工仕様（設計・工法の特徴）

を確認する。 

 

1.  プライマー工 

工法の仕様により、既設水路躯体と表面被覆材の付着力を確保するため、専用のプライ

マーを使用する。製品によって使用量や施工方法が異なる。 

プライマーを塗布するにあたり、既設水路躯体又は不陸調整材の表面含水率を測定する

ものとし、高周波容量式水分計で 5％未満とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.2.4-4 プライマー工 

写真 5.2.4-3 不陸調整工 
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2.  中塗り工 

①  配合及び練り混ぜ 

主材、硬化材及び粉体等の配合は、製造業者の仕様を遵守する。材料の練り混ぜは、

ハンドミキサー等を用い、気泡の巻き込みが少ないように注意しながら混合する。 

なお、吹付け工法で塗装機を用いて施工する場合は、塗装機の設定は材料製造業者の

仕様を遵守する。 

 

②  中塗り材塗布 

塗付け工法では、表面被覆層はピンホールが生じないようにローラー、金ゴテ、専用

塗装機等で入念に塗布する。また、設計膜厚に応じて塗装回数を調整する。 

吹付け工法では、専用塗装機を用いて吹付ける。表面被覆層を吹付けで膜厚を均一に

施工するため、実施箇所を区割りし、これに要する表面被覆材の量を算出して区割り塗

装する等施工管理が必要である。 

表面被覆材の塗り重ね時間間隔は、製造業者の仕様のもとに、施工計画に記載して遵

守する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.2.4-5 吹付け用専用塗装機          写真 5.2.4-6 吹付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 5.2.4-1 吹付け型被覆工法用塗装機例 
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写真 5.2.4-7 塗付け 

 

3.  上塗り工、仕上げ工 

工法の仕様により上塗り材、仕上げ材を塗布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.2.4-8 上塗り材塗布 

 

(5)養生工 

表面被覆工の後、表面被覆層が使用に耐える状態になるまで、表面被覆層が雨や結露等

の影響を受けることがないように適切に養生する。 
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5(3) パネル工法 

5(3)ア 工法の概要・特徴 

パネル工法は、劣化因子である二酸化炭素、塩化物イオン、水分、硫化水素等の侵入の抑

制、漏水の遮断、通水性の改善（向上）のいずれかあるいはこれら全てを目的として、特に

被覆の構成要素の一つとしてパネルを設置することにより開水路の表面を被覆する工法であ

る。 

(1)材料 

パネル工法として使用するパネルには、強化プラスチック複合板、硬質塩化ビニル板、

レジンコンクリート板及び繊維補強コンクリート板がある。 

(2)工法 

パネル工法は、開水路の補修から軽度の補強まで広範な要求に適用できる。既設水路躯

体への設置方法により、接着方式とアンカー固定方式に分類される。 

 

【解説】 

(1)材料 

開水路のパネル工法における主な使用材料（例）を表 5.3.1-1 に示す。 

パネル材料としては、強化プラスチック複合板、硬質塩化ビニル板、レジンコンクリー

ト板及び繊維補強コンクリート板があるが、いずれも工場生産であるため品質が安定して

おり、各種の強度特性に優れていると言える。 

パネル材料の、無機系と有機系の分類は、主材料が無機か有機かで分類する。現時点で

パネル工法として使用されている主な材料を分類すると、無機系はセメント系（繊維補強

コンクリート系等）、有機系は FRP 系や塩ビ系、レジンコンクリート系等がある。 
表 5.3.1-1 パネル工法の主な使用材料（例） 

材 料 接着方式 アンカー固定方式 

パネル材料 レジンコンクリート板＊1 

強化プラスチック複合板 

硬質塩化ビニル板 

レジンコンクリート板＊1 

超高強度繊維補強コンクリート板 

固定材料 
プライマー及び注入接着材 

（不飽和ポリエステル系接着材） 

金属拡張式アンカーボルト 

二液注入型接着系アンカー 

パネル目地材 
樹脂系目地材等＊2 

成型目地材 

樹脂系目地材等＊2 

成型目地材 

裏込材 なし 
無収縮モルタル系注入材 

緩衝材（発砲ポリエチレン等） 
＊1 コンクリートは骨材等の結合材としてセメントを用いるが、レジンコンクリートは結合材として樹脂

（不飽和ポリエステル樹脂、ガラス繊維、硅砂炭酸カルシウム）を用いる。その配合は製品により異な

る。 
＊2 ウレタン系、変性シリコーン系目地材又はポリエステル系の目地材を用いる。 
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＜参考＞ 

アンカー固定方式のパネル材料の参考強度を表5.3.1-2に示す。 

 

表5.3.1-2 パネル材料の参考強度（例） 

パネル材料 試験方法 参考強度（N/mm2） 

曲げ強度 

ＦＲＰ系 JIS K 7171 100 以上 

塩ビ系 JIS K 7171 65 以上 

レジンコンクリート系 JIS K 7171 20 以上 

繊維補強コンクリート系 JIS K 6911 15 以上 

 

(2)工法 

1.  施工の概要 

接着方式は、開水路の表面にパネル板を接着材（注入材）により貼り付ける方式である。 

一方、アンカー固定方式は、開水路の表面にパネル板を金属拡張式アンカー又は接着系

アンカーにより設置し、裏込材等により間隙を充填する方式である。アンカー固定方式は、

水路の躯体コンクリート表面が劣化している場合においても適正なアンカーの仕様・長

さ・本数を選択することにより、劣化部を除去せずに施工することが可能である。 

各方式の標準的な断面例を図 5.3.1-1 及び図 5.3.1-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3.1-1 接着方式パネル工法の断面例      図 5.3.1-2 アンカー固定方式パネル工法の断面例 
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2.  施工手順 

接着方式の施工手順は、下地処理工の後にプライマー工、パネル工設置及び目地工と樹

脂注入工、養生工及び仕上げ工を行う。接着方式は、パネルと開水路躯体との接着を確保

するため、樹脂注入工を行う。 

 

アンカー固定方式の施工手順は、必要に応じて実施する不陸調整工後にパネルをアンカ

ーで固定し、パネルに目地を設置した後、パネルと開水路躯体の間隙グラウト材を充填し、

養生工及び仕上げ工を行う。なお、裏込材に緩衝材（発泡ポリエチレン等）を用いる工法

の場合は、パネルと共に緩衝材をアンカーで固定する。 

いずれの方式も、下地処理工の後、現場条件により必要に応じて不陸調整工を行う。 

 

3.  その他の特徴 

パネル材は、中性化の原因となる二酸化炭素の侵入量が少ない材料で製造されており、

また、材料厚もある。 

このため、特にパネル背面に無収縮モルタル系の裏込め材を充填する工法の場合、空隙

が適切に充填されることで、開水路躯体コンクリートの中性化の進行に対して抑制効果が

期待できる。 

一方、パネル背面に緩衝材を配置する工法では、パネル間の隙間やアンカー孔等から二

酸化炭素が侵入する可能性があり、中性化の進行に対する抑制効果は極めて小さい。 

パネル材毎に難燃性や自己消火性が異なるため、施工場所において火気を使用するおそ

れが有る場合は、各パネルの特徴を確認のうえ採用する必要がある。 
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5(3)イ 接着方式パネル工法 

5(3)イ(ア) 要求性能・品質規格 

接着方式パネル工法に使用する材料・工法は、材料毎に所定の品質規格を満足しなければ

ならない。 

表 5.3.2.1-1 接着方式パネル工法の主な使用材料（例） 

材 料 接着方式 

パネル材料 レジンコンクリート板＊1 

固定材料 
プライマー及び注入接着材 
（不飽和ポリエステル系接着材） 

パネル目地材＊2 
樹脂系目地材等＊3 

成型目地材 

裏込材 なし 
＊1 コンクリートは骨材等の結合材としてセメントを用いるが、レジンコンクリートは

結合材として樹脂（不飽和ポリエステル樹脂、ガラス繊維、硅砂炭酸カルシウム）

を用いる。その配合は製品により異なる。 
＊2 接着方式パネル工法では、固定材（接着剤）の付着性について品質規格を規定して

おり、目地材に水の浸入抑制効果を期待していないために目地材の品質規格は不要

である。 
＊3 ウレタン系、変性シリコーン系目地材又はポリエステル系の目地材を用いる。 

 

5(3)イ(ア)1) パネル材料 
接着方式パネル工法に使用するパネル材は、表 5.3.2.1-2 の品質規格を満足しなければ

ならない。 

 

表 5.3.2.1-2 接着方式パネル工法に使用する材料・工法の品質規格(例) 

要求性能項目 品質項目 照査方法 品質規格値(案) 

基
本
的
性
能 

耐候性＊1 紫外線による劣化 

JSCE-K 511 

（キセノン式 4,000 時間＊2

又はサンシャイン式 2,400

時間＊2） 

膨れ、ひび割れ、剥がれ、

変形がないこと 

耐摩耗性 摩耗深さ 

表面被覆材の水砂噴流摩耗

試験(案)（材齢 28 日、20

時間経過後＊2） 

標準供試体に対する平均摩
耗深さの比が 
無機系：1.5 以下 
有機系：0.2 以下 

 
＊1 無機系パネル材を使用する場合は、耐候性の照査は不要である。 
＊2 補修の効果が期待される期間を 40 年とした場合の例を示す。右欄に示す規格値（案）も同じ。 
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【解説】 

パネル工法の材料・工法は、工場生産であり品質のバラツキが少なく、各種強度特性に

優れているため、パネル工法の効果が期待される期間として 40 年を想定している。このた

め、各品質項目を照査する試験方法は、40 年の耐久性を想定した試験時間や回数としてい

る。 

 

1.  品質項目 

補修の効果が期待される期間中、接着方式パネル工法の要求性能が保持されるよう、接

着方式パネル工法の材料・工法が有するべき品質規格を設定するものとし、表 5.3.2.1-1

に例示する。 

ここに示す品質規格は、主に摩耗、中性化、凍害により劣化が生じている開水路の耐久

性の回復又は向上を目的として行う接着方式パネル工法の要求性能を対象としている。既

設水路の変状等を検討のうえ、適切に準用されたい。 

 

2.  品質規格 

①  耐候性 

開水路では、部位によって異なるが、通常は太陽光による紫外線を受けた状態で供用

され、紫外線や温度変化等に起因する有機系材料の劣化が生じる。したがって、パネル

工法の効果が期待される期間中、紫外線等による品質の変化が小さいことが要求される。

材料、仕様によっては耐候性が劣るものもあるため、耐候性の品質規格に適合した適切

な材料・工法を適用し、膨れ、ひび割れ、剥がれ等の劣化を抑制する必要がある。 

なお、パネルの構成材料は様々であるが、工場製作のため緻密で高強度の材質であり、

パネル厚を勘案すると耐候性は長期間確保できることが想定される。 

 

【照査方法】 

耐候性の照査は、野外で使用される材料の品質や劣化の傾向を迅速に評価することが

でき、野外で使用された後に観察される材料の変化に近似した状態を再現できる促進耐

候性試験により行う。パネル工法の効果が期待される期間を 40 年とした場合、その試験

時間は JSCE-K 511「表面被覆材の耐候性試験方法（案）」によるキセノン式 4,000 時間、

若しくはサンシャイン式 2,400 時間となる。 

 

【品質規格値】 

品質規格値は、促進耐候性試験後、膨れ、ひび割れ、剥がれ、変形がないこととする。 

 

なお、促進期間や規格値の設定の詳細については「4(2)エ 要求性能毎の品質規格」

【解説】に示す「照査方法と品質規格の考え方」2. 耐候性を参照のこと。 
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②  耐摩耗性 

農業水利施設の開水路では、流水や混入土砂によるすり磨き及び衝撃によって選択的

摩耗 2)が生じる。一方、パネル材は、緻密で高強度の材質であり、JIS モルタルと比べて

も耐摩耗性が優れている。また、パネル厚は、一般に 10mm 程度あるため、長期の耐摩

耗性に優れているが、土砂の摩耗作用や衝撃により摩耗するため、耐摩耗性が要求され

る。 

  

【照査方法】 

パネル工法の耐摩耗性は、開水路コンクリートに生じている選択的摩耗を考慮し、水

流摩耗試験により評価することとした。水流摩耗試験としては、水砂噴流摩耗試験 2)に基

づく。 

なお、パネル工法の効果が期待される期間を 40 年と想定した場合、水砂墳流摩耗試験

(水圧 2MPa)により、材齢 28 日のあらかじめ決められた補修材供試体 3 個の 20 時間後の

平均摩耗深さを照査する。 

 

【品質規格値】 

品質規格値は、水砂噴流摩耗試験装置における、標準モルタルの 10 時間平均摩耗深さ

の基準値 A mm（＝3.5mm）＊1と各補修材の平均摩耗深さ B mm の比「B/A」で規定する。

品質規格値 B/A は、表 5.3.2.1-3 に示すとおりである。 

なお、補修対策の効果が期待される期間を 40 年と想定している工法はパネル工法のみ

である。長束らによる表面被覆工法の材料を対象とした水砂噴流摩耗試験結果 4)では、摩

耗時間と平均摩耗深さは線形的な比例関係が示されている。よって、標準モルタル供試

体と補修材の平均摩耗深さの比である品質規格値において、パネル工法における補修の

効果が期待される期間 40 年の品質規格値（B/A）は、補修の効果が期待される期間 20 年

（水砂噴流摩耗試験で 10 時間相当）の品質規格値（B/A）と同一値とする。このとき、

各補修材の水砂噴流摩耗試験による B/A の算出における標準モルタル供試体の平均摩耗

深さの基準値 A は 7.0 mm を用いてよい。 

また、被覆厚さの設計に際しては、表面被覆工の経年的な摩耗量を見込んだ上で必要

な被覆厚さを検討するよう注意しなければならない。 

 

 

 
2) 長束 勇、上野 和弘、渡嘉敷 勝、石井 将幸：水砂噴流摩耗試験機の試作とその性能評価、農業農村工学会論文集 

No.266、2010.4、pp.25-31 
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表 5.3.2.1-3 パネル材ごとの耐摩耗性の品質規格値（B/A） 

材料の種類 標準モルタル供試体の 10 時間

平均摩耗深さの基準値[A] 

(3.5mm)＊1と各補修材の平均摩

耗深さ[B]の比（B/A） 

参考＊2： 

補修材の許容平均摩耗深さ 

（20 時間） 

mm 

無機系パネル材 1.5 以下 10.5 以下＊3 

（1.5 [B/A]×7.0 [A]＝10.5） 

有機系パネル材＊4 0.2 以下＊4 1.4 以下 

（0.2 [B/A]×7.0 [A]＝1.4） 

 ＊1 標準モルタル供試体の平均摩耗深さの基準値 [A] 3.5mm は、これまでに水砂噴流摩耗試験で得られた標準モ

ルタル供試体 10 時間平均摩耗深さの母平均及び標準誤差より算出し、安全側を考慮し実測データの母平均

3.62mm より 0.5mm 刻みで切り捨てした。 

 ＊2 補修材の許容平均摩耗深さ（20 時間）は、20 時間平均摩耗深さの基準値[A] (7.0mm) × B/A より算出した値。

小数点 2 桁とした場合では計測が困難となるため、安全側に値の端数を切り捨てた小数点 1 位の値とした。 

 ＊3 一般的に無機系パネル工法の厚みは 10mm 以上であり、許容平均摩耗深さを下回る厚みの材料を想定してい

ない。 

 ＊4 有機系では、補修材料の部材厚の 1/3 と補修材の平均摩耗深さ [B] のうち小さい方を許容値とすることを基本

とするが、部材厚が 2.1mm（0.7mm の 3 倍）を上回る場合は、部材厚の 1/3 を許容値とする。 

 

＜設定例＞ 

パネル工法（有機系パネル材）の効果が期待される期間 40 年に相当する水砂噴流摩耗

試験時間は 20 時間である。パネル工法（有機系材料）の部材厚を 2.0mm（2.1mm 以

下）とした場合、補修材料の部材厚の 1/3 は 0.6mm (＝部材厚 2.0mm×1/3 を安全側に値

の端数を切り捨て小数点 1 位とした値) であり、補修材の平均摩耗深さ 0.7mm より小さ

くなるため、許容値は 0.6mm とする。パネル工法（有機系材料）の部材厚を 10.0mm

（ 2.1mm 以上）とした場合、許容値は部材厚の 1/3 である 3.3mm（＝部材厚

10.0mm×1/3 を安全側に値の端数を切り捨て小数点 1 位とした値）とする。（全ての部材

厚でパネル厚の 1/3 が許容値となるが、耐摩耗性の品質規格値を B/A と規定したことか

ら、表 5.3.2.1-3 では B/A 値 0.2 以下を記載した。） 

 

なお、促進期間や規格値の設定の詳細については、「4(2)エ 要求性能毎の品質規格」

【解説】に示す「照査方法と品質規格の考え方」4. 耐摩耗性 を参照のこと。 
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5(3)イ(ア)2) 固定材料（接着材） 
接着方式パネル工法に使用する固定材料（接着材）は、表 5.3.2.1-3 の品質規格を満足

しなければならない。 

 

表 5.3.2.1-4 接着方式パネル工法に使用する材料・工法の品質規格(例) 

要求性能項目 品質項目 照査方法 品質規格値(案) 

基

本

的

性

能 

付着性 付着強さ＊3 

JSCE-K 561 

(乾湿・温冷繰

返し回数は 20

サイクル＊1) 

標準条件 

1.5N/mm2以上 多湿条件 

低温条件 

水中条件＊2 

1.0N/mm2以上 乾湿繰返し条件 

温冷繰返し条件 

 
＊1 補修の効果が期待される期間を 40 年とした場合の例を示す。右欄に示す規格値（案）も同じ。 

＊2 JSCE-K 561（水中条件）における、供試体作製後、水中養生を開始するまでの気中養生は、温度 20 ± 2℃、
相対湿度 60 ± 10％の状態で 7 日間行うものとする。 

＊3 併せて不陸調整工を行う場合、本表の付着強さ試験は不陸調整材を用いた仕様で供試体を作成し実施する。ま
た、本表の他に表 5.2.3-1 に準じて不陸調整材に関する品質試験を行う。 

 

【解説】 

パネル工法の材料・工法は、工場生産であり品質のバラツキが少なく、各種強度特性に優

れているため、パネル工法の効果が期待される期間として 40 年を想定している。このため、

各品質項目を照査する試験方法は、40 年の耐久性を想定した試験時間や回数としている。 

 

1.  品質項目 

補修の効果が期待される期間中、接着方式パネル工法の要求性能が保持されるよう、接

着方式パネル工法の材料・工法が有するべき品質規格を設定するものとし、表 5.3.2.1-4

に例示する。 

ここに示す品質規格は、主に摩耗、中性化、凍害により劣化が生じている開水路の耐久

性の回復又は向上を目的として行う接着方式パネル工法の要求性能を対象としている。既

設水路の変状等を検討のうえ、適切に準用されたい。 

 

2.  品質規格 

①  付着性 

接着式パネル工法は、接着材により既設水路躯体とパネル材の一体化を図っているた

め、接着材の付着性は「基本的性能」として扱う。 
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多様な環境条件で供用される開水路では、水分・温度等の変化を受けるため、施工初

期の付着性のみならず、効果が期待される期間中の既設コンクリート躯体との付着性が

要求される。なお、接着方式の場合、接着材（注入材）が既設開水路のコンクリート全

面に接着し、その接着強度も高いため、既設開水路との付着性を長期間確保できること

が想定される。 

 

【照査方法】 

JSCE-K 561「コンクリート構造物用断面修復材の試験方法（案）」に基づき、同試験

方法（案）「5.8 付着試験」の環境条件に示す、標準条件、多湿条件、低温条件、水中条

件、乾湿繰返し条件、温冷繰返し条件下における付着強さを測定し、付着性を照査する。 

なお、併せて不陸調整工を行う場合は、不陸調整材を用いた仕様で供試体を作成し、

照査しなければならない。 

 

【品質規格値】 

品質規格値は、標準条件、多湿条件及び低温条件は 1.5 N/mm2 以上とし、水中条件、

乾湿繰返し条件及び温冷繰返し条件は 1.0 N/mm2以上とする。 
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5(3)イ(イ) 施工方法 

接着方式パネル工法の標準的な施工手順を以下に示す。 

 

（1）準備工 

（2）下地処理工 

（3）不陸調整工（必要に応じて） 

（4）プライマー工 

（5）パネル設置工 

（6）パネル目地工 

（7）樹脂注入工 

（8）養生工及び仕上げ工 

 
 

【解説】 

（1）準備工 

準備工については、「4(3)ア 準備工」を参照されたい。 

 

（2）下地処理工 

下地処理工については、「4(3)イ 下地処理工」を参照されたい。 

 

（3）不陸調整工（必要に応じて） 

凹凸が大きい箇所等、必要に応じて、既設水路躯体（下地コンクリート）の不陸調整を

行う。 

 

（4）プライマー工 

水路面、パネル裏面にプライマーをローラー刷毛で薄く均一に全面に塗布する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.2.2-1 プライマー工 
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（5）パネル設置工 

パネルを既設水路躯体に SUS 製アンカーネジ（ビス）で仮固定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.2.2-2 パネル設置工 

 

（6）パネル目地工 

液状接着樹脂が漏れ出ないよう、事前にパネルの目地を目地材料でシーリングする。 

既設水路躯体に目地又は大きなひび割れがあり、パネル敷設後に動くおそれがある場合、

過度な集中荷重がかかりパネルにひび割れが発生する原因となるため、パネル目地を躯体

の目地又は大きなひび割れの箇所に合わせて設置する。やむを得ず躯体の目地を跨いで貼

る場合は、接着樹脂硬化後にコンクリートカッターでパネルに切れ目をいれ、目地コーキ

ング処理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 5.3.2.2-3 パネル目地工 




